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下野市配偶者等からの暴力対策基本計画 

 平成 30年度～平成 32年度 



配偶者等からの暴力（ＤＶ）は、個人の尊厳を踏みにじる行

為であるとともに、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害で

す。また、子どもがＤＶを目撃することは、子どもへの心理的

虐待にもなります。ＤＶは、外部からはその発見が困難である

ため、被害が潜在化し、拡大する傾向があり、深刻な問題とな

っています。 

このような状況を改善するため、国においては平成 13年４月に「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律」（ＤＶ防止法）を制定し、平成 19年の改正に

より、住民に最も身近な市町村の役割も重要となりました。 

下野市においても、平成 25年３月、「下野市配偶者等からの暴力対策基本計画（平

成 25年度～平成 29年度）」を策定し、施策を総合的に推進してきました。 

このたび、本計画が目標年次を迎えることから、平成 25年６月のＤＶ防止法の改正

や、これまでの取り組み状況、社会情勢の変化等も踏まえながら、本計画を改定するも

のです。 

この計画が、すべての人が安心して安全に暮らすことができるＤＶのない社会の実現

に寄与することを期待するとともに、市民の皆様のなお一層のご理解とご協力をお願い

申し上げます。 

 

 平成３０年３月 

                         下野市長 広瀬 寿雄  

はじめに 
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第 1 章  計画の基本的な考え方 

1 計画策定の趣旨 

 

配偶者等からの暴力（以下「ＤＶ」という。）は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害で

す。 

ＤＶは、外部からその発見が困難な家庭内において行われるため、潜在化しやすく、しかも

加害者に罪の意識が薄いという傾向にあります。このため、周囲も気付かないうちにＤＶがエ

スカレートし、被害が深刻化しやすいという特性があります。 

ＤＶの被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対するＤＶは、個

人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっています。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、ＤＶを防止し、被

害者を保護するための不断の取組が必要です。 

本市においても、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法

律第３１号。以下「ＤＶ防止法」という。）の趣旨を踏まえ、ＤＶを防止するとともに、被害者

の自立を支援することを含め、その適切な保護を図ることが必要です。また、市民一人ひとり

が、ＤＶは身近にある重大な人権侵害であることをよく理解し、ＤＶを容認しない地域社会の

実現に向け、積極的に取り組んでいくことが必要です。 

こうした中で、本市では平成２５年３月、平成２９年度を目標年度とした「下野市配偶者等

からの暴力対策基本計画（以下「本計画」という。）を策定し、施策を総合的に推進してきまし

た。 

このたび、本計画が目標年次を迎えることから、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力

及びその被害者についても法の適用対象とする平成２５年６月のＤＶ防止法の改正、国の配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下「国基本方針」

という。）、県の「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する基本計画（第３次改定版）

（以下「県基本計画」という。）や、これまでの取り組み状況、社会情勢の変化等も踏まえなが

ら、本計画を改定するものです。 

 

 

 

 

※ＤＶ 

「ドメスティック・バイオレンス（Domestic Violence）」の略。ドメスティック・バイオレンスの直訳

は、「家庭内の暴力」となりますが、この本計画では「配偶者等からの暴力」を「ＤＶ」とします。 
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2 計画の位置づけ  

 

本計画は、ＤＶ防止法第２条の３第３項の規定に基づく市町村基本計画です。 

なお、本計画は、国基本方針、県基本計画を踏まえた内容としています。 

  

 

計画の位置づけ（イメージ図） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国 

県 

市 

配偶者からの暴力対策及び 

被害者の保護に関する法律 

下野市男女共同参画プラン 

下野市総合計画 

配偶者からの暴力の防止及び 

被害者の保護に関する基本方針 

栃木県配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する基本計画 

下野市配偶者等からの 

暴力対策基本計画 

目標 6 市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり 

基本施策 6-1 協働のまちづくりの体制づくり 

施策 6-1-3 人権の尊重と男女共同参画の推進 

基本目標Ⅲ 男女共同参画に向けた意識づくり 

施策の方向 Ⅲ-2男女間のあらゆる暴力の根絶 

施策 1 ＤＶ防止対策と被害者への支援 

施策 2 あらゆるハラスメントやストーカー防止の 

ための取組の推進 
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3 計画の期間 

 

  計画期間は、平成３０年度から平成３２年度までの３か年計画とします。 

ただし、DV 防止法の改正等により変更、追加事項が生じた場合、必要に応じて見直しま

す。 

 

 

 

 

4 用語の定義 

 

本計画で表記する「配偶者等」には、婚姻の届出をしていないいわゆる「事実婚」に加え、 

生活の本拠を共にする交際相手、恋人など親密な関係にある（又はあった）パートナーも含

まれます。男性、女性の別を問いません。また、離婚後（事実上離婚したと同様の事情に入

ることを含みます。）及び生活の本拠を共にする交際をする関係を解消した後も引き続き暴力

を受ける場合を含みます。 

「配偶者等からの暴力」は、配偶者等からの身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有

害な影響を及ぼす言動をいいます。殴る、蹴るといった身体的な暴力のほか、精神的暴力（人

格を否定するような暴言等）、性的暴力（嫌がっているのに性行為を強要する等）、経済的暴

力（生活費を渡さない等）などの形態があります。 
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5 国における現状と取組 

 

国では、ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるという認識のもと、平成

13 年にＤＶ防止法を制定しました。これには、都道府県の配偶者暴力相談支援センター

（※）としての機能や、裁判所による加害者への保護命令（※）制度も規定され、相談体制

の確立や被害者の保護が図られました。 

   平成 16 年の法改正では、ＤＶの定義が拡大され（身体的な暴力のみならず、いわゆる精

神的暴力・性的暴力にも対象拡大）、保護命令制度が拡充されました。 

また、ＤＶ被害者の自立支援が国及び地方公共団体の責務として明示され、平成 16 年

12 月の法施行と同時に国基本方針も策定され、具体的な方針が示されています。 

平成 19年の法改正では、市町村における基本計画の策定と配偶者暴力支援センターの設

置が努力義務になるとともに、保護命令制度が拡充され、配偶者等からの暴力の防止及び被

害者の安全確保に対する推進体制がより一層図られました。同時に、配偶者暴力相談支援セ

ンターにおける被害者の緊急時の安全確保も明示されています。 

   平成２５年の法改正では、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者につ

いても、法の適用対象になり、より実態に即し対応できるようになりました。 

 

 

※配偶者暴力相談支援センター   

ＤＶ防止法第３条に基づき、都道府県の婦人相談所その他適切な施設において、①相談又は相談機関の

紹介 ②カウンセリング ③緊急時における安全の確保・一時保護 ④被害者の自立支援 ⑤保護命令

制度の利用についての支援・助言・関係機関への連絡、その他の援助 ⑥母子生活支援施設等の利用につ

いての情報の提供・助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行います。 

 

※保護命令   

地方裁判所が被害者からの申立により、身体に対する暴力や生命等に対する脅迫を受ける恐れが大きい

時、加害者に対し発する命令。「接近禁止命令」と「退去命令」があり、加害者が保護命令に違反すると

刑事罰（1 年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金）に処せられます。 
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6 県における現状と取組 

 

   県では、平成 17 年 11 月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計

画」を策定し、平成 21年 3 月、平成 24年 3 月、平成２９年３月の三度の改定を経て現

在に至ります。この間、学校教育における啓発の取組や配偶者暴力相談支援センターの設置

促進や一時保護等の充実を図り、平成 23年 4月には配偶者暴力相談支援センターの機能

を備えた「とちぎ男女共同参画センター」を開設して、県のＤＶ対策の中核的な機関として

各種施策を展開しています。 

また、平成２７年７月には、性暴力・性犯罪被害者等に対する専門機関として、「とちぎ

性暴力被害者サポートセンター（愛称：とちエール）」を開設し、医療機関等と連携した相

談支援を行っています。 

 

 

配偶者暴力相談支援センターにおける DV 相談件数（資料：栃木県青少年男女共同参画課） 

 

 

  

497 557 685 568 615
351 352 382 456
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㈶とちぎ男女共同参画財団 ～Ｈ22 宇都宮市

日光市 小山市

（年度）
※被害者本人からの相談延べ件数

※開設時期 

宇都宮市：Ｈ20.4 

日光市 ：Ｈ22.8 

小山市 ：Ｈ25.4 

［件］ 
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 7 下野市における現状と取組 

 

本市では、平成 20 年 3月策定の男女共同参画プラン及び平成２８年３月策定の第２次男女

共同参画プランに基づき、男女間のあらゆる暴力を防止し根絶するため、暴力を許さない社会

意識の醸成に向けて取組を推進しています。また、暴力の被害に遭った市民が保護され、再び

被害に遭わないよう、相談体制と支援体制の充実を図ってきました。 

DV 被害者からの相談については、本市の相談窓口において母子自立支援員兼婦人相談員及

び保健師による相談体制を確保して、警察等の関係機関と連携して対応しています。特に、平

成２８年度からは、母子自立支援員兼婦人相談員を従来の１名配置から２名配置に増員してい

ます。また、母子・女性一時保護対策や女性等緊急一時保護施設（ＤＶシェルター(※)）への運

営費補助により、被害者の緊急時の安全確保にも努めています。 

「ＤＶ相談ホットライン」は、平成２２年７月から実施している本市独自の取り組みであり、

専用電話番号により女性職員が相談に応じることで、相談しやすい窓口とするなどの工夫をし

ながら被害者の安全確保に取り組んでいます。 

こうしたなか、市民意識調査で身体的・精神的・性的・経済的な暴力を受けたことがあると

回答した女性の割合は、平成２３年が 13.2％、平成２７年が 14.7％になり１．５％増加して

います。市窓口への相談件数も大きな変化は見られないものの、依然として被害は根絶されて

はいません。 

今後も、市民の意識や社会情勢の変化を適切に判断しながら、第２次男女共同参画プランに

おける施策「男女間のあらゆる暴力の根絶」の取組内容を充実させるとともに、効果的な広報・

啓発に取り組むことが必要です。 

    

※ＤＶシェルター   

ＤＶに遭った被害者を配偶者等の加害者による暴力から守るため、緊急一時的に保護するための施設です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本市で配布しているＤＶ相談カード 

おもて うら 
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下野市におけるＤＶ相談の現状（資料：こども福祉課） 

 

・ＤＶ相談件数の推移                         単位：件 

 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

相談件数 

ＤＶ相談件数 25  36  27  41  24  

（うち市ＤＶホッ

トライン経由） 
（6） （14） （5） （14） （5） 

対応（※） 一時保護  1 1 5 1 

   ※相談への対応について、一時保護以外の対応では、施設以外に避難、警察相談、法律相

談などがある。 

 

・年齢別ＤＶ相談者数の推移                単位：上段 件  下段 ％ 

 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

10 代 
    1 

    4.2 

20 代 
4 7 4 6 7 

16.0 19.4 14.8 14.6 29.2 

30 代 
10 9 9 18 9 

40.0 25.0 33.3 43.9 33.3 

40 代 
7 8 6 7 3 

28.0 22.2 9.5 17.1 12.5 

５０代 
 3 2 4 1 

 8.3 7.4 9.8 4.2 

６０代 
2 3 1 3 3 

8.0 8.3 3.7 7.3 12.5 

７０代 
2 2 2 1  

8.0 5.6 7.4 2.4  

不明 
 4 3 2 1 

 11.1 11.1 4.9 4.2 

合計 
25 36 27 41 24 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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8 下野市男女共同参画プラン市民意識調査に基づくＤＶの現状 

 

   男女共同参画プランの進捗状況を把握するため、平成 2７年２月に市民意識調査を行いま

した。 

 

１．ＤＶの認知度 

【平成２７年市民意識調査】 

 

【平成２３年市民意識調査】 

 

前回調査と比べて、DV に関する認知度は概ね高まっています。ＤＶの典型例である（ア）の

「殴る、蹴る、物を投げつける」は認知度が大きく上昇していますが、その他のＤＶは「ＤＶだ

とは知らなかった」との回答が依然として相当程度あります。  

55.9

53.5

61.3

57.7

66.1

68.0

89.0

27.6

29.0

21.8

25.4

18.0

15.9

1.5

16.5

17.6

17.0

17.0

15.9

16.1

9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（キ）外出や電話・メールＳＮＳ等を細かくチェックする

（カ）働きに行かせない

（オ）生活費を渡さない

（エ）避妊に協力しない

（ウ）「誰に食わせてもらっているのだ」などと言う

（イ）殴るそぶりや物を投げるそぶりをして脅す

（ア）殴る、蹴る、物を投げつける

ＤＶだと知っている ＤＶだと知らなかった 無回答

55.5

52.7

60.3

54.8

63.1

69.9

84.5

31.1

33.8

26.2

31.1

23.8

17.2

3.8

13.4

13.5

13.5

14.1

13.1

12.9

11.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（キ）外出や電話・メールＳＮＳ等を細かくチェックする

（カ）働きに行かせない

（オ）生活費を渡さない

（エ）避妊に協力しない

（ウ）「誰に食わせてもらっているのだ」などと言う

（イ）殴るそぶりや物を投げるそぶりをして脅す

（ア）殴る、蹴る、物を投げつける

ＤＶだと知っている ＤＶだと知らなかった 無回答
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２．ＤＶの被害  

 【平成 2７年市民意識調査】 

 

 【平成 23年市民意識調査】 

 

「暴力を受けたことがある」、「身近に暴力を受けた当事者がいる」、「身近な人から相談を受け

たことがある」は、いずれも女性の割合が高くなっています。 

また、平成２７年の「暴力を受けたことがある」女性は 14.7%で、平成 23 年の 13.2％より

若干増加している状況です。

1.4%

2.5%

75.3%

10.5%

17.7%

2.2%

14.7%

1.7%

5.0%

82.9%

4.7%

8.4%

4.7%

2.7%

1.5%

3.6%

78.5%

7.8%

13.7%

3.3%

9.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

見聞きしたことはなく、初めて知った

テレビや新聞などで問題になっている

ことは知っている

身近な人から相談を受けたことがある

身近に暴力を受けた当事者がいる

暴力をふるったことがる

暴力を受けたことがある

全体 男性 女性

1.5%

3.3%

77.4%

6.6%

12.2%

1.8%

13.2%

0.7%

6.9%

78.6%

5.9%

7.2%

5.9%

3.3%

1.1%

4.8%

78.0%

6.3%

10.1%

3.5%

8.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

見聞きしたことはなく、初めて知った

テレビや新聞などで問題になっている

ことは知っている

身近な人から相談を受けたことがある

身近に暴力を受けた当事者がいる

暴力をふるったことがる

暴力を受けたことがある

全体 男性 女性

※「暴力」：身体的、精神的、性的、経済的等の暴力 

※「暴力」：身体的、精神的、性的、経済的等の暴力 
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 9 計画の体系   

 

  

【基本目標】        【施策の方向】         【取り組む施策】 

 

           

 

 

  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＶ防止に向けた対策の充実 
・家庭、地域、職場、保育所・ 

幼稚園・認定こども園、学校 

における啓発 

・人権教育、人権啓発の推進 

 

相談体制の充実 ・相談窓口の周知 

・窓口対応の向上 

・被害者の生活再建に向けた支援 

・就労に向けた支援 

・被害者の子どもへの対応 

推進体制の整備 

自立支援の充実 

・庁内推進体制の整備 

・関係機関との連携体制の整備 

・関係機関との連携 

・一時保護者への支援 

 

保護体制の充実 

Ⅰ ＤＶ防止の意識

づくり 

 

Ⅲ ＤＶ対策の推進

体制づくり 

 

Ⅱ ＤＶ被害者の 

支援体制づくり 
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第 2 章  推進のための施策 

基本目標Ⅰ ＤＶ防止の意識づくり 

 

ＤＶは重大な人権侵害であるにもかかわらず、外部から発見が困難な家庭内で行われるため、

被害者が我慢を強いられるなど潜在化しやすく、社会的にも個人や家庭の問題として取り扱われ

る傾向にあります。 

 ＤＶを未然に防止するためには、市民一人ひとりが、ＤＶは身近にある重大な人権侵害である

という認識を持つことが大切です。 

そこで、家庭内・地域・職場での人権教育・人権啓発を充実させて理解を深め、個人の人権が

尊重されるように、正しい理解と知識の習得をするための対策の充実を図ります。 

広報紙や市ホームページ、メール配信等あらゆる媒体を活用して啓発を充実させ、市民一人ひ

とりが DV 防止に向けての意識を正しく認識できるように継続して啓発事業を実施します。 

また、若年層への啓発事業を展開し、人権尊重や男女平等の意識を高めることで、デートＤＶ

(※)や将来のＤＶ被害を防止します。 

 

施策の方向 施策の内容 所 管 

 

1.ＤＶ防止に向けた 

対策の充実 

 

（1）家庭、地域、職場、学校における啓発 

・広報紙や市ホームページ、チラシなどを活用した啓

発を行います。 

・ＤＶ防止に関する啓発リーフレットの作成、関係機

関への配布をします。 

・地域に密着した組織、団体への啓発活動を行います。 

・デートＤＶ防止に向けた啓発を行います。 

 

 

 

 

 

市民協働推進課 

 

（2）人権教育・人権啓発の推進 

・「人権教育・啓発推進行動計画」と連動して効果的な

啓発等を実施します。 

 

市民協働推進課 

学校教育課 

生涯学習文化課 

 

※デートＤＶ  

交際中の親密な関係にあるカップルの間で一方が他方に対して繰り返す暴力のことをいいます。 
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基本目標Ⅱ ＤＶ被害者の支援体制づくり 

 

市では、母子自立支援員兼婦人相談員を配置し、窓口にて相談に応じるほか、女性相談（DV）

ホットラインを設置して電話でも相談に応じていますが、相談件数は減少に転じることなく一定

数で推移しています。しかし、平成 2７年の市民意識調査によると、約５割が相談窓口を「知ら

ない」と回答しています。 

 そこで、ＤＶ被害者が迷わず相談できるように、広報紙やホームページ等を活用して相談窓口

の周知を図ります。 

 また、緊急性のある相談内容については、警察やとちぎ男女共同参画センター（一時保護所）

等と一層の連携を図り、速やかな被害者の安全確保に努めます。なお、とちぎ男女共同参画セン

ター（一時保護所）への入所が困難な場合にも対応・支援します。 

さらに、被害者とその子どもが、地域において心身ともに安定して自立した日常生活や学校生

活を送れるよう、就業の促進や心身のケアのために様々な支援を行います。 

 各担当窓口においては、被害者の心情に配慮した適切な対応に努めます。 

ストーカー行為と疑われる事案について相談を受けた場合には、助言をして警察へ取り次ぐこ

とで、被害の拡大を防止します。 

 

                      

 

施策の方向 施策の内容 所 管 

2.相談体制の充実 （1）相談窓口の周知 

・広報紙、市ホームページ、メール配信等様々な

媒体を活用して相談窓口を広く周知します。 

 

 

市民協働推進課

こども福祉課 

（2）窓口対応の向上 

・相談員及び担当職員は、各種研修へ積極的に参

加して、相談技術の向上や専門知識の習得を図

ります。 

 

 

 

こども福祉課 

（3）配偶者暴力相談支援センターの設置につい 

て情報の収集を幅広く行います。 

 

 

こども福祉課 
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※民間シェルター 

民間団体によって運営されている暴力を受けた被害者が緊急一時的に避難できる施設で、 

被害者の一時保護だけに止まらず、相談への対応、被害者の自立へ向けたサポートなど、 

被害者に対する様々な援助を行っています。 

3.保護体制の充実  （1）関係機関との連携 

・とちぎ男女共同参画センター（一時保護所）、警

察、民間シェルター(※)と連携し、被害者の状

況に関する情報共有を図り、被害者とその子ど

もの円滑な一時保護につなげます。 

 

 

こども福祉課 

安全安心課 

高齢福祉課 

（2）一時保護者への支援 

・とちぎ男女共同参画センター（一時保護所）ま

で同行するとともに、助言を行い、速やかな一

時保護につなげます。 

 

 

こども福祉課 

 

4.自立支援の充実 （1）被害者の生活再建に向けた支援 

・被害者の生活実態を把握したうえで、生活資金

や健康保険の取扱い、住所の変更等について、

関係課と連携し、迅速・円滑に対応します。 

 

 

こども福祉課 

社会福祉課 

市民課 

（2）就労に向けた支援 

・自立した生活を目指す被害者に対し、公共職業

安定所（ハローワーク）等と連携を取りながら、

就業活動に必要な情報の提供や自立に向けた

支援を行います。 

 

 

 

こども福祉課 

 

 

（3）被害者の子どもへの対応     

・子どもを伴う被害者に対しては、保健師等の専

門職と連携して安全確保、心のケアに努めま

す。 

・保育所等入園や小中学校就学等に配慮した支援

を行います。 

 

 

 

こども福祉課 

学校教育課 
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基本目標Ⅲ ＤＶ対策の推進体制づくり 

  

 ＤＶ被害者の保護と自立支援を総合的・効果的に推進するためには、本市における庁内関係部

署の推進体制の充実を図るとともに、関係機関との連携体制を強化していく必要があります。 

全庁的な推進体制としては、男女共同参画推進本部において庁内ネットワークを充実させ、施

策管理を行うなどＤＶ対策の取組を充実させます。 

 また、人権擁護委員、民生委員・児童委員、医療機関、学校、警察、ＮＰＯ法人、民間団体な

どと連携して定期的に情報を共有することで、被害者に対しての迅速で的確な対応を行い、効果

的なＤＶ対策に取り組みます。 

 

 

施策の方向 施策の内容 所 管 

5.推進体制の整備 （1）庁内推進体制の整備 

・全庁的な組織である市男女共同参画

推進本部及び庁内幹事会において、

庁内ネットワークの充実を図るとと

もに、施策管理をとおしてＤＶ対策

に関する共通認識と取組の強化を進

めます。 

 

 

市民協働推進課 

安全安心課 

市民課 

社会福祉課 

こども福祉課 

高齢福祉課 

健康増進課 

学校教育課 

 

（2）関係機関との連携体制の整備 

・関係機関との連携を取り、ＤＶ防止

のためのネットワークを構築し、市

全体でＤＶ対策を推進します。 

 ※関係機関：人権擁護委員、民生委

員・児童委員、医療機関、学校、警

察、法務局、ＮＰＯ法人や民間団体

など 

・関係機関と定期的な会議・研修の開

催を通じて連携の促進をはかりま

す。※関係機関：上記に同じ 

 

 

市民協働推進課 

安全安心課 

市民課 

社会福祉課 

こども福祉課 

高齢福祉課 

健康増進課 

学校教育課 
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発
見
・
相
談
・
通
報 

保 

護 

命 

令 

自 立 支 援 
一 時 保 護 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 民 

学 校 

医 療 機 関 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員 

      等 

地方裁判所 

保護命令 

発 令 

加 害 者 

 

一時保護施設 

■とちぎ男女共同参画センター 

■民間シェルター 

通報・相談 
 

保

護

命

令

の

申

立

て 

 

■警察(安全対策)

関係機関 

■県、市町 

■警察 

■児童相談所 

■福祉事務所 

■学校 

■  

■医療機関 

■民生委員・児童委員  

■人権擁護委員 

■弁護士  等 

加
害
者
を
引
き
離
し
て
ほ
し
い 

加害者から逃れたい 

 
下野市における自立支援 
 
1.被害者の生活再建に向けた支援 
 ～日常生活・就労・住居・ 

各種手続等の情報提供～ 
 

・生活保護への対応 

・児童扶養手当の認定 

・母子家庭等就業・自立支援センタ 

ーとの連携による支援 

 ・ハローワークとの連携による支援 

・母子生活支援施設やステップハウ 

ス（※）への入所 

・自立支援のための各種情報提供 

 （住居・各種手続） 

・心のケア 

  

2.被害者の子どもへの対応 
保育所・幼稚園・認定こども園への

入園、学校への対応 等 

相 

談 

し 

た 

い 

-15- 

被 害 者 
 

発見 

■市の相談窓口(福祉事務所等） 

■警察署 

■法務局 

■保健所 

■児童相談所 

■民間団体 等 

自立支援までの下野市の支援内容 
 

□相談・助言 

□緊急時における被害者の安全確保支援 
□一時保護施設への同行、助言 
□保護命令申立等の法的手続における助言、支援 
□自立支援・保護命令利用・シェルター等についての情
報提供、助言、関係機関との連絡調整、その他の援助 

 

連携 

ＤＶ被害者支援の流れ 

※ステップハウス 

  一時保護後に自立できるまでの中間的施設 
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参考資料 

 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

 （平成十三年四月十三日法律第三十一号） 

最終改正：平成二六年四月二三日法律第二八号 

 

目次  

  第一章 総則（第一条・第二条）  

  第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三）   

  第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条）  

  第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）   

  第四章 保護命令（第十条―第二十二条）  

  第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）  

  第五章の二 補則（第二十八条の二）  

  第六章 罰則（第二十九条・第三十条）  

  

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女

平等の実現に向けた取組が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわら

ず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、

多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個

人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を

防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴

力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することによ

り、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

   第一章 総則   

（定義）   

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに

準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対す

る暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が
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離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。  

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。  

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあっ

た者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援す

ることを含め、その適切な保護を図る責務を有する。  

 

   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等   

 

（基本方針）  

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条

第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」

という。）を定めなければならない。  

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三

項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議しなければならない。  

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。  

（都道府県基本計画等）  

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基

本計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案

して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関
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する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなけ

ればならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のた

めに必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。  

 

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等   

 

（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各

施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。  

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。  

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲

げる業務を行うものとする。  

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行

う機関を紹介すること。  

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を

行うこと。  

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次

号、第六号、第五条及び第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時

保護を行うこと。  

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す

る制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこ

と。  

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ

の他の援助を行うこと。  

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調

整その他の援助を行うこと。  

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満た

す者に委託して行うものとする。  

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとす

る。  

（婦人相談員による相談等）  
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第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。  

 

   第三章 被害者の保護   

 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下

この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察官に通報するよう努めなければならない。  

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又

は警察官に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるも

のとする。  

３ 刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。  

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援セン

ター等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要

に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の

内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。   

（警察官による被害の防止）  

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法 

（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法 （昭和二十三年法律第百三十六号）そ

の他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力によ

る被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方

面については、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの

暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい

旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対

し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示そ

の他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。  

（福祉事務所による自立支援）  
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第八条の三 社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条

において「福祉事務所」という。）は、生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号）、児童

福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和三十九年

法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係

機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよ

う、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情

の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。  

 

   第四章 保護命令   

 

（保護命令）  

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身

体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に

限る。以下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合

にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後

に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者

から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対する

暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同

号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するた

め、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下こ

の条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に掲げ

る事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被

害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。  

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠

としている住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺に

つきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないこと。  
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二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居か

ら退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。  

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するた

め、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もし

てはならないことを命ずるものとする。  

一 面会を要求すること。  

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。  

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、フ

ァクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。  

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。  

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はそ

の知り得る状態に置くこと。  

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞

恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。  

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項

並びに第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配

偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから

被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止する

ため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁

判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から

起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている

住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺に

つきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をはいかい

してはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同

意がある場合に限る。  

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活におい

て密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下

この項及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛け

て著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族
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等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めると

きは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てに

より、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の

効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日

までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この

項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の

住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるもの

とする。  

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同

じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法

定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。  

（管轄裁判所）  

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所

がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもす

ることができる。  

一 申立人の住所又は居所の所在地  

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地  

（保護命令の申立て）  

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立

ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。  

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況  

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の

配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいと認めるに足りる申立ての時における事情  

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居してい

る子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する

必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関

して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があ

ると認めるに足りる申立ての時における事情  

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事

項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 
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ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がな

い場合には、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を

記載した書面で公証人法 （明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受

けたものを添付しなければならない。  

（迅速な裁判）  

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとす

る。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、

これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を

達することができない事情があるときは、この限りでない。  

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所

は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助

若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を

求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の

長は、これに速やかに応ずるものとする。  

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属

官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同

項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭

弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。  

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期

日における言渡しによって、その効力を生ずる。  

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又

は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。  

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一

項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命

令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター

（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、

申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相

談支援センター）の長に通知するものとする。  

５ 保護命令は、執行力を有しない。  
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（即時抗告）  

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。  

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情がある

ことにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判

が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判

所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。  

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合におい

て、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命

令の効力の停止をも命じなければならない。  

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項か

ら第四項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消

さなければならない。  

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規定

によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官

は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知

するものとする。  

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場

合について準用する。  

（保護命令の取消し）  

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合に

は、当該保護命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項ま

での規定による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経

過した後において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日

から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所

がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とする。  

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定に

より当該命令を取り消す場合について準用する。  

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）  

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立て

の理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規

定による命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている

住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられ

た命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了する
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ことができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情

があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該

配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。  

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以

外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第

十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び

第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第

四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一

項本文の事情」とする。  

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧

若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請

求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは

相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの

間は、この限りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証

人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又

はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法 の準用）  

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その

性質に反しない限り、民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用する。  

（最高裁判所規則）  

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁

判所規則で定める。  

 

   第五章 雑則   

 

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項

において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その

置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとと

もに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関

する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。  
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（教育及び啓発）  

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるため

の教育及び啓発に努めるものとする。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、

加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調

査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活

動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。  

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次

号に掲げる費用を除く。）  

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚

生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁し

なければならない。  

（国の負担及び補助）  

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費

用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとす

る。  

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができ

る。  

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げる

もの  

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用  

 

   第五章の二 補則   

 

（この法律の準用）  

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚

姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相
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手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手か

らの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関

係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十

八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する関係にあ

る相手からの暴力を受けた者をいう。以下同

じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者であっ

た者 

同条に規定する関係にある相手又は同条に規

定する関係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項

まで、第十一条第二項第

二号、第十二条第一項第

一号から第四号まで及び

第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消した場

合 

 

   第六章 罰則   

 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定に

よるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。  

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又

は第二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用

する第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき

事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料

に処する。  

 

    附 則 抄  
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、

第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日

から施行する。  

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴

力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の

申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適

用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」

とする。  

（検討）  

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況

等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る

同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。  

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体

に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの

法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」と

いう。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるもの

に限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二

月」とあるのは、「二週間」とする。  

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案

し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  

 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件

については、なお従前の例による。  

 

   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

 

   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。  

一 第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改正規定並びに附則第四条第一項

及び第二項、第十四条並びに第十九条の規定 公布の日  

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八条ま

での規定 平成二十六年十月一日  

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。 
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                             平成 30年 4 月 1 日現在 

  

    

 

 

 

 

相 談 機 関 ・ 窓 口 電 話 番 号 相 談 日 時 

とちぎ男女共同参画センター 

相談ルーム 

（栃木県配偶者暴力相談支援センター） 

（028） 

665-8720 

電話→月曜日～金曜日 9:00～20:00 

土曜日・日曜日 9:00～16:00 

面接→火曜日～日曜日 9:00～16:00 

面接相談は要電話予約 

祝日、年末年始は休み 

栃木県警察本部 県民相談室  

（028） 

627-9110 
毎日 24 時間 

＃9110 

女性の人権ホットライン 

（法務局） 

（0570） 

070-810 
月曜日～金曜日 8:30～17:15 

下野市ＤＶホットライン 

（こども福祉課内） 

（0285） 

３２-８７２４ 

月曜日～金曜日 9:00～12:00 

        13:00～17:00 

祝日、年末年始は休み 

ウイメンズハウスとちぎ 

（認定ＮＰＯ法人） 

（028） 

621-9993 

月曜日～金曜日 9:00～17:00 

祝日、年末年始は休み 

サバイバルネットライフ 

（認定ＮＰＯ法人） 

（0285） 

24-5192 

月曜日～金曜日 10:00～16:00 

祝日、年末年始は休み 

DV 相談窓口 
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下野市配偶者等からの暴力対策基本計画 

下野市総合政策部市民協働推進課 

電 話 ０２８５－３２－８８８７   

ＦＡＸ ０２８５－３２－８６０６          

 Mail：shiminkyoudousuishin@city.shimotsuke.lg.jp 
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